
Ⅲ 選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 
 

１ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」に係る目的 
 

高等専門学校は設置当初より，実践的な中堅技術者の育成を目標として掲げてきたが，平成16年4月に独立行政

法人化され，教育と研究が一体化された「教育研究」が本務のひとつにあげられた。高等専門学校の教育研究が

実践的かつ創造的な技術者の育成に資するものになるためには，独立行政法人国立高等専門学校機構法（以下

「機構法」という。）第12条に示されているように，「機構以外の者からの委託，または共同研究の実施など，

機構以外の者との連携による教育研究活動を行うこと」が重要であり，そのためには地域産業界との連携を進め，

より有用で実践的な研究成果をあげることが必要となる。 

函館工業高等専門学校（以下「本校」という。）は北海道の道南地域の中心都市である函館に位置している。

函館は歴史ある港町であり，産業として工業製品の製造業に比較して水産加工や乳製品を中心とした食品産業と

観光を中心とする商業の割合が高い。しかしながら，その一方で，中小企業を中心とした工業（主に製造業）で

も，半導体製造装置関連，情報通信機器関連，情報サービス関連，精密実験装置関連，化学関連，土木建設関連

など，多岐の分野にわたっている。 

こうした状況の下で，本校では国立高専の独立行政法人化と同時に，本校の目的として 

 

「技術者に必要な実践的かつ専門的な知識および技術を有する創造的な人材を育成するとともに，実践的研究

の水準向上に努め，道南地域唯一の総合的な技術系高等教育機関として均衡ある発展を図る。」  

 

を掲げた。すなわちこの目的の中で，本校の研究活動の目的は，「実践的研究の実施を通して地域と連携しなが

ら地域社会の発展に寄与する」ことであることを表明している。 

また，地域産業の活性化を目指して本校の教育研究成果を地域に還元し，本校の社会的な存在意義を高めてい

くために，平成16年度に設定した中期計画案において以下のような研究活動に関する目標を掲げている。 

 

・ 地域共同テクノセンターを中心として，地域産業界との共同研究・受託研究を促進させ，さらに技術相

談による地域産業界との交流により地域社会の発展に貢献する研究の推進を図る。 

・ 研究の水準を維持するために，学位(博士)取得者数を増加させる。 

・ 学術論文誌への研究論文の掲載数の増加を全学的に推進する。 

・ 研究組織の柔軟な編成（学科横断的に）を行い，学科間を越えたプロジェクト的な学内共同研究を奨励

推進する。 

・ 研究支援組織としての技術室の整備を行う。 

・ 外部資金の獲得などについて学校全体で組織的に取組み，研究資金の増大を目指す。 
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２ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」の自己評価 
（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整

備され，機能しているか。 
（観点に係る状況） 
 中期計画案で定めた「地域共同テクノセンターを中心として，地域産業界との共同研究・受託

研究を促進させ，さらに技術相談による地域産業界との交流により地域社会の発展に貢献する研

究の推進を図る」，「研究支援組織としての技術室の整備を行う」，「研究組織の柔軟な編成

（学科横断的に）を行い，学科間を越えたプロジェクト的な学内共同研究を奨励推進する」こと

を実現するために以下のような体制を整備している。 
  

１． 地域共同テクノセンターおよび地域共同テクノセンター運営委員会の設置 
２． 産学連携クリエイティブネットワークへの参加 
３． 技術室の設置 
４． 学内研究助成制度の制定 

 
本校では平成 10 年４月に「地域交流委員会」を立ち上げ，「函館高専の研究情報」誌を編集，

発行するとともに地域連携活動を開始し，主に地域企業等との共同研究などの実施を推進した。

平成 15 年度には同委員会を「研究推進・地域連携委員会」に改めるとともに，実施組織として

「地域連携推進室」，「技術相談室」を設置して，地域連携活動の推進はもちろん，地域企業等

からの技術的な相談などにも対応できるようにし，企業等との共同研究や受託研究に結びつけて

きた。 
平成 16 年度に地域共同テクノセンター（資料Ａ－１－①－１）が設置されると，研究推進・

地域連携委員会の中に研究開発推進，産学官連携推進，生涯学習推進の３部門を整備した。平成

18 年度からは，同委員会を地域共同テクノセンター運営委員会（資料Ａ－１－①－２）に組織

再編するとともに，活動の拠点を地域共同テクノセンターに集約し，地域連携活動の一環として

の研究活動をより具体的に進め支援する体制として現在に至っている。同センターでは，毎年，

年報（資料Ａ－１－①－３）と函館高専シーズ集（資料Ａ－１－①－４，http://www.hakodate-

ct.ac.jp/~techno/index.htm）を継続的に発行し，本校教員の研究内容について地域に紹介して

いる。 
一方，函館地域の産学連携を推進するために，平成 11 年に地域企業を経営する本校 OB が中

心となって「産学連携クリエイティブネットワーク」（資料Ａ－１－①－５）が組織された。同

ネットワークは函館市，地域企業，大学・高専の連携組織であり，函館市とも協力して大学・高

専の研究成果やシーズを市民や企業等に発表，紹介する「アカデミック・フォーラム」（資料Ａ

－１－①－６）などのイベントや各種シンポジウムを開催し，産学官間の協力関係を支援してい

る。本校は同会の設立当初より中心的な役割を担っており，地域企業等との円滑な連携活動と，

新たな研究ニーズの調査と共同研究などの実施に結び付けている。 
技術室は，本校の教育，技術的支援と専門的業務を円滑に効率よく行うために，平成 12 年度

に設置された。技術室には 16 名の技術職員が配置され，専門分野ごとにグループ分けされてお

り，学生実験・実習，卒業研究等における技術指導の他，材料加工や試験装置の操作・管理，実

験器具の製作などの各種研究支援，情報教育用システムや情報ネットワークの管理を行い，本校

の各種研究を実施する上での支援を行っている（資料Ａ－１－①－７）。 
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平成 16 年度からは研究支援のための競争的資金として，校長裁量経費による研究助成制度が

整備されている（資料Ａ－１－①－８）。本助成制度では教員研究の他，学内における学科を越

えた教員グループによる共同研究や学外機関との共同研究に対する支援が行われている（資料Ａ

－１－①－９）。平成 19 年６月には，本校卒業生が経営する地域企業を中心とした地元企業数

十社などからなる函館高専協力会が発足した（資料Ａ－１－①－１０）。発足したばかりで本格

的な活動はこれからであるが，本校の教育研究面でご支援いただける予定である。 
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資料Ａ－１－①－1 

 

○ 函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 地 域 共 同 テクノセンター規 程 （抜 粋 ） 

 

平 成 16 年 4 月 1 日  

函 高 専 達 第 47 号  

函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 地 域 共 同 テクノセンター規 程  

(設 置 ) 

第 1 条  函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 (以 下 「本 校 」という。)に，地 域 共 同 テクノセンター(以 下 「セ

ンター」という。)を置 く。 

(目 的 )  

第 2 条  センターは，地 域 との共 同 利 用 を通 して独 創 的 な研 究 や創 造 的 な研 究 の発 展 を目 指

すことを目 的 とする。 

(業 務 ) 

第 3 条  センターは，前 条 の目 的 を達 成 するため，次 に掲 げる業 務 を行 う。 

一  地 域 との連 携 における研 究 推 進  

二  地 域 との共 同 における研 究 開 発  

三  その他 必 要 とする事 項  

(審 議 ) 

第 4 条  センタ ー の管 理 運 営 等 に関 する 事 項 は， 地 域 共 同 テクノ センタ ー 運 営 委 員 会 (以 下

「委 員 会 」という。)において審 議 する。 

2  委 員 会 に関 し必 要 な事 項 は，校 長 が別 に定 める。 

(部 門 ) 

第 5 条  センターに次 に掲 げる部 門 (室 )を置 く。 

一  研 究 開 発 推 進 部 門 ・ ・ ・ 主 に セ ン タ ー の 運 用 ， セ ンタ ー の 所 有 す る 機 器 ・ 装 置 等 の保 守 管

理 ，機 器 ・装 置 等 の導 入 計 画 立 案 ，学 内 研 究 総 括 とセンター年 報 等 の発 刊 を行 う。 

二  産 学 連 携 推 進 部 門 (技 術 相 談 室 )・・・主 に受 託 研 究 ・共 同 研 究 のコーディネート，技 術 相

談 ，産 学 官 連 携 行 事 の企 画 ・運 営 等 ，産 学 官 連 携 等 を目 的 とした刊 行 物 の発 刊 を行 う。 

三  生 涯 学 習 推 進 部 門 ・ ・ ・ 主 に 公 開 講 座 ， 社 会 人 の リ フ レ ッシ ュ 教 育 ， 出 前 講 座 ， 地 域 へ の

研 究 等 の PR 活 動 を行 う。 

(組 織 ) 

第 6 条  センターに，次 に掲 げる職 員 を置 く。 

一  センター長  

二  副 センター長  

三  部 門 長  

四  技 術 相 談 室 長  

五  部 門 員  

六  センター員  

＊＊＊（中略）＊＊＊ 

附  則  

こ の 規 程 は ， 平 成 16 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 規 程 は ， 平 成 18 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 規 程 は ， 平 成 18 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 規 程 は ， 平 成 19 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

 

（出典 規程集 http://www.hakodate-ct.ac.jp/~w-syomu/reiki_int/reiki_honbun/au05701941.html） 
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資料Ａ－１－①－２ 

 

○ 函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 地 域 共 同 テクノセンター運 営 委 員 会 規 程 （抜 粋 ） 

 

平 成 18 年 2 月 13 日  

函 高 専 達 第 18 号  

函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 地 域 共 同 テクノセンター運 営 委 員 会 規 程 を次 のとおり定 める。 

函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 地 域 共 同 テクノセンター運 営 委 員 会 規 程  

(趣 旨 )  

第 1 条  函 館 工 業 高 等 専 門 学 校 (以 下 「本 校 」という。)における地 域 の産 業 界 ，研 究 機 関 等 (以

下 「 地 域 企 業 等 」 と い う 。 ) と の 連 携 ・ 協 力 に 関 す る 事 項 及 び 本 校 に お け る 研 究 の 推 進 を 図 る た め ，

地 域 共 同 テクノセンター運 営 委 員 会 (以 下 「委 員 会 」という。)を置 く。 

(審 議 事 項 )  

第 2 条  委 員 会 は，次 に掲 げる事 項 を審 議 する。 

一  地 域 共 同 テクノセンターの管 理 運 営 に関 する重 要 な事 項  

二  本 校 の研 究 活 動 に係 る基 本 的 方 策 に関 する事 項  

三  産 学 官 連 携 に係 る基 本 的 方 策 に関 する事 項  

四  地 域 企 業 等 との研 究 情 報 の交 換 に関 する事 項  

五  地 域 企 業 等 への技 術 指 導 に関 する事 項  

六  地 域 企 業 等 への研 究 助 成 に関 する事 項  

七  地 域 企 業 等 との共 同 研 究 ・受 託 研 究 ・寄 附 金 等 の受 入 れに関 する事 項  

八  地 域 企 業 等 及 び市 民 対 象 の公 開 講 座 ，講 習 会 等 に関 する事 項  

九  科 学 研 究 費 補 助 金 ，各 種 団 体 の研 究 助 成 金 及 び外 部 資 金 の応 募 促 進 等 に関 する事 項  

十  その他 地 域 企 業 等 との交 流 及 び研 究 活 動 に関 する事 項  

(組 織 )  

第 3 条  委 員 会 は，次 に掲 げる者 をもって組 織 する。 

一  センター長  

二  副 センター長  

三  副 校 長  

四  教 務 主 事  

五  専 攻 科 長  

六  第 一 号 か ら 第 二 号 ま で の 委 員 の 属 す る 学 科 以 外 の 学 科 ， 一 般 科 目 人 文 系 及 び 一 般 科

目 理 数 系 から各 1 名  

七  事 務 部 長  

八  その他 校 長 の指 名 する者  若 干 名  

2  前 項 第 六 号 の委 員 の任 期 は 1 年 とし，再 任 を妨 げない。ただし，欠 員 が生 じた場 合 の後 任

の委 員 の任 期 は，前 任 者 の残 余 の期 間 とする。 

 
 
 
（出典 規程集 http://www.hakodate-ct.ac.jp/~w-syomu/reiki_int/reiki_honbun/au05702121.html） 
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資料Ａ－１－①－３   地域共同テクノセンター年報（抜粋） 

 

 

 

（出典 2006 年度 地域共同テクノセンター年報）
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資料Ａ－１－①－４  函館高専の研究シーズ集（抜粋） 

 

 

 

 

 

（出典 2007 年度版 研究シーズ集）
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資料Ａ－１－①－５  産学連携クリエイティブネットワーク 
  

 

 
 

（出典 産学連携クリエイティブネットワーク ウェブサイトhttp://www.hotweb.or.jp/cnet/）

http://www.hotweb.or.jp/cnet/
http://www.hotweb.or.jp/cnet/
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資料Ａ－１－①－６ 

 

 

学生 

学生 

教員 

教員

教員 
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（出典 2006函館アカデミックフォーラム・パンフレット） 

学生

学生 

学生 

学生 

学生 

 
 
 
 
 



  
資料Ａ－１－①－７  研究シーズ集（技術室の一部を抜粋） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

   
 

（出典 2007 年版 研究シーズ集） 



 
資料Ａ－１－①－８ 

 

 
（出典 平成18年6月30日 校長からの連絡メール文書） 
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資料Ａ－１－①－９ 

函館工業高等専門学校 共同研究助成募集要領 

 

  この募集要領は，本校の研究活動の推進ならびに将来の地域産業界との連携等を目指して，本校の教職員 

が共同して行う研究に対して，校長が助成することを目的としたものです。たくさんの応募を期待します。 

 

１．共同研究助成の内容    

 

◎学内共同研究 

  目  的：複数の学科にまたがった専門分野の異なる教職員がそれぞれの知識を集結して共同で行う研究 

を助成し，発展的研究開発シーズの育成を図る。 

  対  象：本校の教職員が行う研究で，優れた研究成果をもたらす可能性のある学際的な共同研究。 

  助成金額：１００万円以内 

  研究期間：１年以内 

  提出書類：様式 1, 2, 3, 5, 6, 7 

  提出部数：正本 1 部，副本２部，計３部 

 

◎学外共同研究 

  目  的：本校教職員と学外機関との共同研究を助成し，研究分野の水準の向上または将来，産業化につ 

ながる可能性が高いと認められる研究開発シーズの育成を図る。 

  対  象：本校教職員と学外の機関（民間企業，大学，他高専）との共同研究。 

  助成金額：１００万円以内※ 

  研究期間：１年以内 

  提出書類：様式 1, 2, 3, 4, 5, 6, 7 

  提出部数：正本 1 部，副本２部，計３部 

   ※ただし，本金額は，総費用のうち本校教職員の行う研究費分のみとする。学外機関へ研究費を配分する 

ことはできない。また，すでに学外機関との間で共同研究契約を締結して進められているものに関して 

は，本助成による位置づけや知的財産が発生した場合の取り扱い等が難しいことから，申請から除外す 

るものとする。 

 

なお，上記の研究助成の申請に当っては， 

「研究代表者は過去３年間に科学研究費補助金等の学外の研究助成に対して申請実績を有すること」が必要 

です。ただし，過去３年間に本校に就任した教職員についてはこの限りではありません。 

また，教職員が，この研究助成に研究代表者として申請することができるのは，１件のみとします。 

 

２．助成対象経費 

  研究助成の対象となる経費は，以下のような直接研究に関係するものとする。 

  機器購入費
（注１），消耗品購入費，原材料購入費，図書購入費，謝金，旅費

（注２）
，その他（外注加工費， 

印刷製本費など特に必要と認められる経費）。 

 （注１）申請総額の 50%以内とする。 
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（注２）20 万円以内とする。 

 

３．審査方法 

提出のあった研究計画書の内容について，地域共同テクノセンター運営部会が本研究助成との適合性や独創 

性・新規性・実現可能性等を予備審査したうえで，８月中までに校長が採否を決定し，応募者全員に文書で 

連絡する。提出された研究計画書は返却しないものとする。なお，審査は以下の項目を考慮して行う。 

 

・独創性 

    独創的な発想による，特色ある研究内容であること。 

・具体性 

    研究目的は漠然としたものでなく，焦点の絞られた具体的なものが明確に設定されていること。  

・発展性 

    実用化の可能性や将来の発展などが大いに期待できる研究であること。 

・先導性 

    研究の必要性をいち早く察知している研究であること。 

・地域性 

    地域のニーズに合致し，地域の特色を生かした研究であること。 

・萠芽性 

    芽生え期の研究で，独創性・意外性のある発想が見られること。  

・貢献度 

    研究成果の当該学問分野及び関連学問分野への高い貢献度が期待できること。  

・緊急性 

    緊急かつ重要な課題に対応した研究であること。 

・合理性 

    研究の進め方が着実で，研究経費の算出が合理的であること。 

・適合性 

    研究組織における研究者間の関連および分担関係が明確であること。 

 

４．助成金の交付 

  学内および学外共同研究ともに，採択された研究課題に掛かる助成金は，採択者（学内のみ）の研究費と 

して配布する。 

 

５．決算報告および研究成果の報告 

  配分額については，年度終了後，別紙様式により収支決算報告書を作成し，提出すること。また，研究成 

果については，「口頭による報告」と「地域共同テクノセンター研究成果報告書への掲載」を義務付けるも 

のとする。 

 

６．申請書類の提出期間および提出先 

  平成１８年７月１４日（金） 

  本校総務課研究協力係長 

（出典 平成 18 年 6 月 30 日 事務部からの連絡メール添付文書） 
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資料Ａ－１－①－１０   函館高専協力会 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典 平成19年6月8日 函館高専協力会設立総会 資料） 
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（分析結果とその根拠理由） 
地域社会との連携窓口として地域共同テクノセンターを設置し，センター長を委員長として地

域共同テクノセンター運営委員会が組織され，適切に運営されている。センター施設内には技術

相談室が設置されており，地域企業等からの共同研究，受託研究，技術開発相談などの窓口とし

ても機能している。また，センター内の施設・設備は，地域企業等との共同研究や技術開発支援，

学内におけるプロジェクト共同研究などを支援する役割をも担っている。さらに，地域共同テク

ノセンター年報，函館高専シーズ集を定期的に発行し，同センターの設備，教員の研究内容，セ

ンターの活動内容について地域社会に発信している。 
また，函館市の産学連携組織である「産学連携クリエイティブネットワーク」に加わるととも

に，市と当会が連携して毎年開催されるアカデミックフォーラムなどに参加して積極的な地域連

携活動を行っている。 
一方，校長裁量経費による研究助成制度により，学内共同研究や企業等との共同研究を資金的

に支援する体制が整備されている。さらに，函館高専協力会が発足し，教育・研究に資金的な支

援を行っていただけることになった。 
以上より，本校の目的に沿った研究体制，支援体制は適切に整備され機能している。 
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観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 
（観点に係る状況） 

中期計画では「研究の水準を維持するために，学位(博士)取得者数を増加させる」，「学術論文

誌への研究論文の掲載数の増加を全学的に推進する」を目標にあげている。 
まず，博士号を持つ教員の数は，学内教員の学位取得と学位を有する教員の新規採用により平成

14年度が30名（全教員の39％）に対して平成18年度が48名（同60％）と４年間で大幅に増加して

いる（資料Ａ－１－②－１）。また，最近の４年間（平成14～17年度）における函館高専紀要の

研究業績に報告された論文発表件数は137件（函館高専紀要を除く），学会等での講演発表件数は

250件であり，年々増加している傾向にある（資料Ａ－１－②－２）。 
一方，科学研究費補助金（以下，科研費）の申請状況，共同研究・受託研究による外部資金の最

近の導入状況，技術相談件数の状況（資料Ａ－１－②－３）をみると，科研費の申請数は増えてき

ており，受託研究，共同研究，科研費も件数はほぼ横ばいではあるものの金額ベースで増加してい

る。平成18年度の共同研究，受託研究の実績を資料（資料Ａ－１－②－４）に示す。技術相談件

数も年々増加している。科研費申請数が増加しているのは，毎年行われている科研費申請説明会

（資料Ａ－１－②－５）などによる学内啓蒙の効果と考えられる。 
つぎに，校長裁量経費による共同研究助成については毎年報告会が開かれており（資料Ａ－１－

②－６），その研究成果が教員や地域企業の方々に報告されている（資料Ａ－１－②－７，８）。

学内共同研究の中には専攻科生の海外研究発表プロジェクト（資料Ａ－１－②－９）もあり，平成

17 年度より毎年２名の専攻科学生を海外で発表させる教育研究が行われており，実践的な英語教

育の改善に結び付けている。 
本校教員または教員グループの研究や，本校教員と企業等との共同研究においても，着実に成果

を上げており，函館地域の都市エリア産学官連携促進事業へも本校教員が参加している（資料Ａ－

１－②－１０～１６）。また，都市工学を専門とする本校教員がその研究実績により，地域開発や

環境に関する検討委員会等の主要メンバーとして参加するなど，地域の発展にも大きく貢献してい

る。 
教員や学生による地域貢献型の研究成果は，前述の地域で開催されるアカデミックフォーラム

（資料Ａ－１－①－８）において積極的に発表され，地域企業や一般市民に紹介されている。これ

らの地域連携活動を通して，本校は地域社会の活性化にも貢献している。 
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資料Ａ－１－②－１ 

 
  

（出典 平成 18 年度  外部評価 自己点検・評価報告書）  
 

資料Ａ－１－②－２ 
  

論文，学会講演数の推移 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典 平成 17 年度 自己点検・評価報告書，     

平成 18 年度  外部評価 自己点検・評価報告書） 

年 度 論 文 紀要論文 講 演 

平成 14 年度 20 19 42 

平成 15 年度 30 17 68 

平成 16 年度 38 14 71 

平成 17 年度 49 19 69 

合 計 137 69 250 
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資料Ａ－１－②－３ 

 

科学研究費補助金 年度別申請件数 

 

（ ）は継続課題で内数 
  

函館工業高等専門学校 外部資金の受入状況     （Ｈ19．3．31 現在） 
 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 計 
名   称 

件 金 額 件 金 額 件 金 額 件 金 額 

寄附金 16 13,363 23 16,742 22 14,151 61 44,256 

受託研究 3 2,299 3 2,300 4 4,385 10 8,984 

受託試験 5 237 5 289 3 304 13 830 

共同研究 6 3,248 10 8,215 8 11,300 24 22,763 

科学研究費補助金 11 9,150 8 8,510 7 9,320 26 26,980 

計 41 28,297 49 36,056 44 39,460 134 103,813 

（注）「寄附金」には，本校育成会及び寮父母会からの寄附も含んでいる。 （単位：千円） 

         

名   称 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 計 

各種研究助成金 2 3,124 3 11,865 1 365 6 15,354 
  
 

技術相談件数 
  

平成 16 年度 ３８件 
平成 17 年度 ６６件 
平成 18 年度 ９４件 

 

 

（出典 平成 19 年度第１回地域共同テクノセンター運営委員会 資料）

 

年 度 申請件数 申請金額(千円) 採択件数 採択金額(千円) 
平成 14 年度 20(4) 49,896 9(4) 12,800(2,600) 
平成 15 年度 25(6) 96,734 10(6) 10,740(4,600) 
平成 16 年度 19(8) 56,548 11(8)       9,150(5,600) 
平成 17 年度 25(3) 59,334  8(3) 8,510(1,800) 
平成 18 年度 50(3) 134,296 7(3) 9,320(2,700) 
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資料Ａ－１－②－４ 

 

平成１８年度 共同研究 受入一覧 
       

No. 研 究 題 目 申込者（企業名） 
研究経費 

（円） 
研究担当者 

申 込 

年月日 

受入決定

年月日 

1 心拍揺らぎ解析による自律神経

評価 

(有)パテントワークス 100,000 電気電子工学科 

助教授 森谷健二 
18. 4.13 18. 5.15

2 化粧品用新規素材の開発 ㈱ファンケル総合研究

所 

1,500,000 物質工学科助教

授 伊藤穂高 
18. 5. 8 18. 5.26

3 手書き文字の電磁気学的な検出

に関する研究 

㈱コムテック２０００ 500,000 電気電子工学科 

教授 石井良博 
18. 5.15 18. 5.26

4 補強量の小さい繊維補強コンクリ

ートの曲げタフネス試験法の改良

に関する研究 

道南地区生コンクリート

協同組合連合会 コン

クリート技術センター 

300,000 環境都市工学科 

教授 澤村秀治 18. 6. 9 18. 6.22

5 医療デバイス用ナノ構造形状記

憶合金の開発 

国立大学法人 豊橋技

術科学大学 

300,000 一般科目理数系 

助教授 田淵正幸 
18. 7.21 18. 8. 3

6 浄水処理によるマウンドレス型孔

食抑制に関する研究 

住友軽金属工業㈱ 1,000,000 機械工学科 助教

授 古俣和直 
18. 8. 3 18. 8.17

7 マリン・イノベーションによる地域

産業網の形成 

財団法人 函館地域産

業振興財団 

7,000,000 物質工学科 助教

授 上野  孝 
18. 7.28 18. 8. 1

8 堆積岩の微視的性状把握と水－

岩石反応実験による地球化学特

性の解明 

独立行政法人 日本原

子力開発機構 

600,000 物質工学科 教授 

 水上正勝 18. 9.30 18. 9.30

合         計 11,300,000   

 

平成１８年度 受託研究 受入一覧 
        

No. 研 究 題 目 申込者（企業名） 
研究経費 （円）

（間接経費含む）

間接 

経費 
研究担当者 

申  込 

年月日 

受入決定

年月日 

1 固体酸化物形燃料電池用材料

に関する研究 

㈱エヌ・ティ・ティ・建

築総合研究所 500,000

物質工学科 

教授    

鹿野弘二 

83,333 18. 4.17 18. 4.28

2 テルライトガラス用原料の合成お

よびガラスエッチング液の探索

及び放射化分析法によるＫＴＮ

結晶中の不純物分析 

日本電信電話㈱ 

フォトニクス研究所 

物質工学科 

教授    

鹿野弘二 
840,000 140,000 18. 6.23 18. 7. 3

3 分解酵素共存下での乳酸菌発

酵条件の設定 

独 立 行 政 法 人  農

業 ・ 食 品 産 業 技 術

総 合 研 究 機 構  北

海道農業研究セン

ター 

物質工学科 

教授    

小原寿幸 1,045,000 95,000 18. 6.30 18. 7. 3

4 水産系廃棄物によるじゃがいも

そうか病防除物質のスクリーニン

グに関する研究 

独立行政法人科学

技術振興機構(JST)

研 究 成 果 活 用 プラ

ザ北海道 

物質工学科 

講師    

清野晃之 
2,000,000 461,538 18. 8.31 18. 9. 1

合         計 4,385,000 779,871   

 

 

（出典 地域共同テクノセンター資料） 
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資料Ａ－１－②－５ 

 

 

  平成１８年１０月２日 

  教 職 員  各 位 

 

                                   事 務 部 長 

 

 平成１９年度 科学研究費補助金 公募要領等説明会の開催について 

 

 このことについて，平成１９年度の科学研究費補助金の公募にあたり， 

本校において標記説明会を開催しますので，業務に特段の支障のない限り 

参加願います。 

 なお，長谷川校長の講演の演題については，決定次第おってご連絡します。 

 

                 記 

 

１．開催日時 

        平成１８年１０月１１日（水）１７：００～ 

２．場  所 

        大講義室 

３．内  容 

 

  【 講  演 】講演者：長谷川校長 

         演 題：「未 定」 

  【 公募要領等 説明会 】説明者：総務課研究協力係長 

「科学研究費補助金制度の概要」 

            「科学研究費補助金に関するルール」 

            「科学研究費補助金の不正使用の防止」 

            「平成19年度 科学研究費補助金の公募要領について」 

 

                   （担当：総務課研究協力係長） 

 

 

（出典 事務部からの科研費申請説明会開催に関する連絡メール） 
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資料Ａ－１－②－６ 

校長裁量経費共同研究報告会・新任教員研究紹介および産学連携講演会プログラム 

 

日 時  平成１８年７月５日（水） １５：００～  

会 場  函館工業高等専門学校 大講義室 

 

1. １７年度 校長裁量経費 共同研究報告会  １５：００～１６：２０  

（発表 15 分，質疑応答 5 分）  

＜学内共同研究報告＞ 

・ 専攻科学生の海外研究に繋げる英語プレゼンテーションの基礎研究（研究代表 奥崎真理子 教

員） 

・ 球状ホタテ貝殻を混入したコンクリートの作成に関する研究（研究代表 小林 淳哉 教員） 

・ 歩行支援機を用いた転倒に関するメカニズムの解析とその防止（研究代表 浜  克己 教員） 

 

＜学外共同研究報告＞ 

・ 炭化綿による環境破壊物質の効率的除去（研究代表 大森 幸子 教員） 

 

２．新任教員の研究紹介    １６：２５～１６：５５ 

（質疑応答を含め 10 分程度） 

・機械工学科   中村 尚彦 教員 「Development of Wearable Walking Support System」 

・電気電子工学科 湊 賢一 教員「通電加熱法を用いて作製した金属酸化物結晶の太陽電池への利

用」 

・環境都市工学科 橋本 紳一郎 教員「産業副産物を多量に使用したコンクリートの研究」 

 

３．産学連携講演会      １７：００～１８：００ 

   講 師  株式会社 菅製作所 代表取締役社長   菅  育正 様  

 

 

 

（出典 平成 18 年度校長裁量経費共同研究報告会・新任教員研究紹介 

および産学連携講演会プログラム） 
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資料Ａ－１－②－７ 
 

 
 
 

（出典 2006 年度 地域共同テクノセンター年報） 
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資料Ａ－１－②－８ 

 

 
 

（出典 2006 年度 地域共同テクノセンター年報） 
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資料Ａ－１－②－９ 

 

 
（出典 平成 18 年 6 月 学校だより no.168） 
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資料Ａ－１－②－１０ 

 

（出典 平成 16 年 8 月 4 日 函館新聞） 
 
 

資料Ａ－１－②－１１ 

 
 

（出典 平成 17 年 6 月 17 日 函館新聞） 
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資料Ａ－１－②－１２ 

 
（出典 平成 17 年 8 月 30 日 北海道新聞） 
 

資料Ａ－１－②－１３ 

 
（出典：平成 17 年 11 月 9 日 日本経済新聞） 
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資料Ａ－１－②－１４ 

 
（出典 平成 17 年 12 月 27 日北海道新聞） 

 

資料Ａ－１－②－１５ 

 
（出典 平成 18 年 1 月 21 日北海道新聞） 
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資料Ａ－１－②－１６ 

 
 

 

 
（出典 平成18年10月3日読売新聞） 
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資料Ａ－１－②－１７ 

 
（出典 平成17年12月29日函館新聞） 

   
（出典 平成19年2月18日函館新聞）   （出典 平成15年8月5日函館新聞） 
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（分析結果とその根拠理由） 
学位取得教員数，研究論文数は増加しており，また科学研究費補助金申請数，共同研究等の外部

資金，技術相談件数も増加している。また，校長裁量経費による研究成果は，毎年開かれる学内共

同研究報告会で報告されている。そのなかでも専攻科学生の海外研究発表プロジェクト研究は継続

的に行われており，実践的な英語教育の改善にフィードバックされている。 
一方，教員個人や教員グループよる様々な研究や企業等との共同研究も多くの成果を上げている。

また，地域の産学連携組織や地域活性化フォーラム等への積極的参加，都市工学を専門とする教員

の地域開発や環境検討に関する委員会等の主要メンバーとしての参加など，地域連携活動も積極的

に行っており，地域の活性化と発展に大きく貢献している。 
以上のことから，研究の目的に沿った活動の成果が上げられていると判断される。 
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観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備

され，機能しているか。 
（観点に係る状況） 

研究活動の実施状況や問題点の把握と見直しは主に地域共同テクノセンター運営委員会（資料Ａ

－１－①－２）が行っている。同委員会では，共同研究，受託研究，受託試験，技術相談に関する

取りまとめが行われ，地域共同テクノセンターの具体的な業務内容の点検見直しが行われるととも

に，その運営方針を決定し，その方針をもとに具体的な共同研究の推進，技術相談，地域連携に関

する活動を地域共同テクノセンターが行う体制となっている（資料Ａ－１－③－１，２）。 
また，学内の競争的資金制度（校長裁量経費による研究助成，共同研究助成）の研究成果につい

ては，毎年，成果報告会が開催され，学内の教職員，地域企業に公開されている（資料Ａ－１－②

－６）。一方，科学研究費補助金については，毎年の申請数，採択内容の集計結果が運営委員会，

企画室会議で報告され，改善に向けて議論されている（資料Ａ－１－③－３，４）。 
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資料Ａ－１－③－１ 

 

平成１９年度 第１回 地域共同テクノセンター運営委員会 

 

日  時  平成１９年５月１４日（月） １６：００～ 

場  所  共用会議室 

 

◎ 議  題 

 １．地域共同テクノセンターの業務内容（案）について 

 ２．地域共同テクノセンターの検討事項（案）について 

 ３．地域共同テクノセンターの業務分担（案）について 

 ４．平成１９年度公開講座開設予定一覧について 

５．校長裁量経費共同研究報告会および産学連携講演会について 

６．地域共同テクノセンターの刊行物について 

 ７．その他 

 

◎ 報告事項 

１．地域共同テクノセンター管理・運用に関するガイドラインについて 

２．地域共同テクノセンター設備リスト（管理者一覧）について 

３．函館工業高等専門学校地域連携協力会について 

４．外部資金の受入状況について 

５．その他 

 

地域共同テクノセンターの業務内容（案） 

 

１．研究開発推進部門 

１）学内研究目的でのセンターの運用に関する全般 

２）センターの所有する機器・装置等の保守管理 

３）装置等の導入計画 

４）学内研究総括とセンター年報等の発刊（他にタイムリーな話題を逐次提供） 

５）その他 

① 道内４高専テクノセンター長等会議（イベントへの共同出展，教材開発への取組み） 

② 産学官連携コーディネータ（苫小牧高専：H19 年度も認可） 

③ 産業人材育成事業（若手人材育成事業（継続）等） 

④ 大型プリンタの使用方法（研究目的での使用の有料化） 

 

２．産学連携推進部門 

１）受託研究・共同研究のコーディネート 

２）技術相談 

３）産学官連携行事の企画・運営等（各種イベント，共同研究報告会など） 

① 平成１８年度校長裁量経費共同研究報告会等 

② 平成１９年度校長裁量経費共同研究申請 

③ 産学官連携推進会議 

④ 高専テクノフォーラム 

⑤ シーテックジャパン 

⑥ ビジネス EXPO 

⑦ アカデミックフォーラム 

⑧ 地域間連携交流会（室蘭地区） 
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⑨ 地域への研究等の PR 活動 

４）産学官連携等を目的とした刊行物の編集・発刊 

① 中学生対象の研究紹介 

② リーフレットの追加情報 

 

３．生涯学習推進部門 

１）公開講座 

２）社会人のリフレッシュ教育（産業人材育成事業とも関係） 

３）社会人対象の出前講座 

４）小中学生対象の出前授業・出前講座 

５）理工学教育支援 

 

（出典 平成 19 年 5 月 14 日地域共同テクノセンター運営委員会資料）

 

 

資料Ａ－１－③－２ 

 

平成１９年度 第１回地域共同テクノセンター運営委員会 議事要旨 

 

日時  平成１９年５月１４日（月）１６時０５分～１７時１０分 

場所  共用会議室 

出席者 浜教授，小林教授，本村准教授，切明教授，小原教授，石井教授，森田教授， 

東海林准教授，泊准教諭，新田准教授，板橋事務部長 

栗原総務課長，田邊学生課長，竹内技術室長 

瀬良総務課長補佐（総務），柄澤研究協力係長  

欠席者 宮武准教授，出蔵総務課長補佐（財務）  

 

（議事） 

○議 題 

１．地域共同テクノセンターの業務内容（案）について 

  浜地域共同テクノセンター長から資料に基づき，今年度の研究開発推進部門，産学連携推進部門及び生涯

学習推進部門の業務内容について説明があり，種々審議の結果，原案どおり了承された。 

２．地域共同テクノセンターの検討事項（案）について 

浜地域共同テクノセンター長から資料に基づき，各部門ごとの検討事項について説明があり，種々審議の

結果，以下のとおりとなった。 

 

（１）研究開発推進部門 

 ① テクノセンター内のオープンスペースの有効利用 

   昨年度，小林教授が試行したことから，その内容についての報告があり，今後とも使用方法，料金の徴

収等も含めて検討することとした。 

 ② 利用実績の集計方法 

   情報工学科の地域共同テクノセンター部会委員に，地域共同テクノセンターの利用状況及び実績等をコ

ンピュータで管理できるシステムの構築を検討するよう，依頼済であるとの報告があり，システムを構築
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することについて了承された。 

 ③ 機器使用の申請（管理）方法 

   ②で検討中のシステムで実現させることが了承された。 

 ④ 技術室のセンター化に伴う技術室職員の居住場所としての使用 

 技術室職員の居住場所として地域共同テクノセンターを使用することに関しての検討依頼があった

旨の報告があり，審議の結果，地域共同テクノセンター１階ＣＡＤ・ＦＡ研究開発室及び２階衛星通

信研究室の使用について検討することとした。 

 ⑤ 外部研究資金導入を促進するための方策  

   今後も積極的に外部研究資金導入を促進するための方策を検討することとした。 

 ⑥ 予算申請の件 

   地域共同テクノセンターのイベント参加の増加及びイベント企画に対する予算を申請することとした。 

 

（２）産学連携推進部門 

 ① 地域企業訪問（ニーズ調査）等の実施 

   研究シーズ集，テクノセンター年報及びテクノセンターリーフレットを直接企業に持参し，その際企業

ニーズを調査することとした。 

 ② アカデミックフォーラムへの対応（対象，体制，目的や内容の再検討） 

   参加対象に合わせた出展等が必要となるので，他の出展機関と連携をとりながら本校の出展内容と体制

の検討を進めることとした。 

 ③ 各イベントへの出展 

   第５回産学連携会議（京都開催），シーテックジャパン（幕張開催）及びビジネス  ＥＸＰＯ（札幌

開催）への出展を予定しているので，今後それぞれのイベントへの出展内容等を検討することとした。 

 ④ ＴＨＥ高専の実施 

   小林副センター長から，目的及び企画概要の説明があり，９月実施に向けて検討することとした。 

 

（３）生涯学習推進部門 

 ① 企業人対象の出前講座の実施（企業研修等） 

   （２）①の企業ニーズ調査を基に，企業人対象出前講座の実施に向けて検討することが了承された。 

 ② 小中学生等対象の出前授業の実施 

   実施件数の増加に向けた方策を検討することが了承された。 

 ③ 技術交流会（仮称）の実施（本校シーズ紹介等） 

   函館高専を知ってもらうことを目的として，企業人を本校に招いてシーズ紹介及び施設見学を

行う企画を実施することが了承された。 

 

３．地域共同テクノセンターの業務分担（案）について 

（１）浜地域共同テクノセンター長から，基本方針について，業務内容として担当者を割り当てた方が望まし

いと思われる業務については，資料のとおり担当者を割り当てたとの報告があった。 

（２）浜地域共同テクノセンター長から，今年度地域共同テクノセンターが行う，各部門ごとの固定化業務及

び担当者の説明があり，種々審議の結果，原案どおり了承された。 
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４．平成１９年度公開講座開設予定一覧について 

  本村副センター長から資料に基づき説明があり，種々審議の結果，原案どおり実施することが了承され

た。 

 

５．校長裁量経費共同研究報告会および産学連携講演会について 

浜地域共同テクノセンター長から，資料に基づき説明があり，種々審議の結果，今年度も実施することが

了承され，開催日程については別途検討することとした。 

 

６．地域共同テクノセンターの刊行物について 

  浜地域共同テクノセンター長から，資料に基づき説明があり，今年度は中学生向け研究紹介を刊行するこ

とが了承された。 

  なお，昨年度刊行予定の研究シ－ズ集については，今年度の教員の職名変更等により，５月中に刊行する

ことが申し添えられた。 

 

○報告事項 

１．地域共同テクノセンター管理・運用に関するガイドラインについて 

  浜地域共同テクノセンター長から，昨年度のガイドラインに関して教職員からの要望等の有無を確認した

ところ，変更する事項がないことから，今年度も引き続き当該ガイドラインにそって管理・運営していくこ

ととした。 

  なお，技術相談室の運用と鍵の借用等について，検討して学内に周知することとした。 

 

２．地域共同テクノセンター設備リスト（管理者一覧）について 

  浜地域共同テクノセンター長から，資料に基づき説明があり，機器の管理についてはテクノセンター運営

部会委員で行うが，機器に関する使用法等の対応者を定め，当該機器に対応者名を貼るとの提案があり，検

討の結果，了承された。 

 

３．函館工業高等専門学校地域連携協力会について 

  浜地域共同テクノセンター長から，資料に基づき説明があり，函館工業高等専門学校地域連携協力会設立

総会時にマイスター制度の説明とシーズ紹介を実施することを検討しているとの報告があった。 

  また，当該協力会の設立の経緯と趣旨について説明があり，地域共同テクノセンターが対応することとな

っていることから，報告事項とした旨の補足説明があった。 

 

４．外部資金の受入状況について 

  浜地域共同テクノセンター長から，資料に基づき説明があった。 

なお，当該資料は既に教員会議でも報告されている旨の説明があった。 

 

                                             以 上 

 

（出典 平成 19 年 5 月 14 日 地域共同テクノセンター運営委員会議事録）
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資料Ａ－１－③－３ 

 

 

（ 中 略 ） 

 

 

 

（出典 平成 19 年５月７日 第２回運営委員会資料）

（抜粋） 
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資料Ａ－１－③－４ 

 

企画室会議（平成１９年５月）要点メモ （抜粋） 

 

 日 時：平成１９年５月１１日（金）１７時３０分～１９時００分 

 場 所：校長室 

 出 席：長谷川校長，切明副校長，澤村寮務主事，小原副校長， 

     石井専攻科長，板橋事務部長 

校長特別補佐：浜教授，森田教授 

校長補佐：小林教授，竹村教授 

 欠 席：浦田学生主事，中村教授，福島教授，藤原教授 

 

（ 中 略 ） 

 

（４）科学研究費補助金採択に向けた協力体制について（資料なし） 

 校長から，以下の説明があった。 

・ここ数年，科学研究費補助金の申請件数は伸びているが，採択率が伸びていない状況

にある。ついては，採択の実績のある教員から，申請書の記述方法等についてアドバ

イスしていただきたい。（特に若手教員に対して） 

 

（出典 平成 19 年 5 月 11 日 企画室会議要点メモ）

 

 

（分析結果とその根拠理由） 
本校の研究活動の総括は地域共同テクノセンター運営委員会で行われる体制となっている。同委

員会では共同研究，受託研究，受託試験，技術相談等の実施状況の取りまとめと点検見直しが行わ

れ，その方針の下に実地域共同テクノセンターが改善を図っていく体制となっている。 

また，科学研究費補助金の採択率，学内の競争的資金制度については，企画室会議，運営委員会

でその状況についてその改善のための方策を含めて議論されている。学内の競争的資金による学内

共同研究については，毎年，報告会が開かれている。 

以上より，研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備され，

機能していると判断する。 

 



函館工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

（２）優れた点及び改善を要する点 
（優れた点）  
・ 地域共同テクノセンターおよびテクノセンター運営委員会が整備され，共同研究の推進，技術

相談，地域企業との連携，年報や教員研究シーズ集の発行など，研究推進のための活動が活発

に行われている。 
・ 学位取得者の数が増加しており，教育研究の指導体制とともに目的に沿った実践的な研究を行

うための教員組織の体制が整っている。 

・ 学内共同研究などの学内の競争的資金制度が整備されており，実績を上げている。 

・ 地域で開催されるフォーラムなどに積極的に参加して研究成果を発表し，地域へ研究シーズを

発信するとともに，研究成果の地域への還元に努めている。 

・ 都市エリア産学官連携促進事業への参加，イカロボットの設計，地域開発や環境に関する検討

委員会等への主要メンバーとしての教員参加など，実践的研究の成果と地域連携活動を通して，

地域社会の活性化，発展に大きく貢献している。 

 

（改善を要する点）  
該当なし 

 
 



函館工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 
地域社会との連携窓口として地域共同テクノセンターを設置し，センター長を委員長として地

域共同テクノセンター運営委員会が組織され，適切に運営されている。同センター内には技術相

談室が設置されており，地域企業等からの共同研究，受託研究，技術開発相談などの窓口として

も機能している。また，同センターは学内における学科の枠を越えたプロジェクト共同研究など

を支援する施設という役割をも担っており，同センターは毎年，年報，函館高専シーズ集を発行

し，教員の研究内容や同センターの活動状況の発信を行っている。さらに，校長裁量経費による

競争的研究資金制度や科学研究費補助金の説明会等による支援体制も整備されている。以上のこ

とから，教員が本校の研究の目的に沿った実践的な研究を進めることができる体制が整っている。 
一方，学位取得教員数，研究論文数，科学研究費補助金申請数，共同研究等の外部資金，技術

相談件数が増加している。また，校長裁量経費による研究成果は，毎年開かれる学内共同研究報

告会で報告されており，専攻科学生の海外研究発表プロジェクト研究のように継続的に行われて，

実践的な英語教育の改善にフィードバックされる研究も行われている。教員個人や教員グループ

による独創的な研究や企業等との共同研究も，多数成果を上げつつある。さらに，積極的な地域

連携活動を通して地域の活性化や発展に大きく貢献している。このように本校の研究の目的に沿

った活動の成果が着実に上げられている。 
研究活動の総括は地域共同テクノセンター運営委員会で行われる体制となっており，科学研究

費補助金の採択率，学内の競争的資金制度については，企画室会議，運営委員会でその状況と改

善のための方策を含めて議論されている。以上より，研究活動等の実施状況や問題点を把握し，

改善を図っていくための体制が整備され，機能していると判断される。 
 
 
（４）目的の達成状況の判断 
 
  目的の達成状況が非常に優れている。



 

 


